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破壊的イノベーションの台頭と既存企業の対応

破壊的イノベーションの脅威

　クレイトン・クリステンセンら（2003）は、「イノベーティブな製品を開発し成功した既存企

業は、その製品の顧客ニーズを十分に汲み取ろうとするが故に、持続的イノベーションに終始し、

破壊的イノベーションによる新しい製品が現れたときに対応できず、やがて市場を駆逐される」［1］

とした。実績ある既存企業は持続的イノベーションに最も適した組織と価値基準を持っているが

故に持続的技術［2］にこだわり、破壊的技術の採用をためらうという。

　ここで、持続的技術とは、主要な顧客が今まで評価してきた性能指標に従って、既存製品の性

能を高めるものである。個々の業界における技術的進歩は持続的性質を持つものがほとんどであ

る［3］。一方で、破壊的技術は、従来の価値基準の下では短期的にはむしろ性能を低下させるが、

新しい価値基準の下では従来製品よりも優れた特長を持つものである（本ケースの事例における

価値基準の説明は資料1を参照）。破壊的技術を採用した製品の例として、8インチのハードディ

スクドライブ市場を破壊した5.25インチのハードディスクドライブ、ケーブル式掘削機の市場

を駆逐した油圧式掘削機、メインフレーム市場を駆逐したオフィスパソコンなどがある［4］。

　持続的イノベーションとは従来の価値基準に基づく持続的技術の性能が向上していくことをい

う。一方で、破壊的イノベーションとは新しい市場や機能がシンプルで安価なローエンドに端を
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[1]	 クレイトン・クリステンセン、マイケル・レイナー (2003 年 )「イノベーションへの解─利益ある成長に向けて」
翔泳社 . 

[2]	 技術とはあらゆる企業が労働力、資本、労力、情報といったインプットを、価値の高いアウトプットに変換す
るために用いるプロセスをいう。これはエンジニアリングと製造に留まらず、マーケティング、投資、マネジ
メントなどのプロセスを包含するものである。

[3]	 クレイトン・クリステンセン、マイケル・レイナー (2003 年 )「イノベーションへの解─利益ある成長に向けて」
翔泳社 .

[4]	 クレイトン・クリステンセン (2000 年 )「イノベーションのジレンマ」翔泳社 .

本ケースは慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授 中村　洋の指導の下、北村博昭（M33）が公表資料から作成
した。経営管理に関する巧拙を記述したものではない（2012 年 10 月作成）。　

本ケースは慶應義塾大学ビジネス・スクールが出版するものであり、複製等についての問い合わせ先は慶應義塾
大学ビジネス・スクール (〒 223-8526 神奈川県横浜市港北区日吉 4丁目 1番 1号、電話 045-564-2444、e-mail:
case@kbs.keio.ac.jp)。また、注文は http://www.kbs.keio.ac.jp/ へ。慶應義塾大学ビジネス・スクールの許
可を得ずに、いかなる部分の複製、検索システムヘの取り込み、スプレッドシートでの利用、またいかなる方法	
( 電子的、機械的、写真複写、録音・録画、その他種類を問わない )による伝送も、これを禁ずる。



�

5

10

15

20

25

30

90-12-17371

発して破壊的技術の性能が向上していくことをいう。破壊的イノベーションによる破壊は2つの

タイプがある。低価格で比較的シンプルな製品を販売することに端を発するローエンド型破壊と、

新しい価値基準によって定義され、従来消費することのなかったユーザーの需要を創出すること

に端を発する新市場型破壊である。程度の差はあるが、大半のものが両者の特徴を備えている	

（資料2参照）。

　クレイトン・クリステンセンら（2003）によれば、既存企業が持続的イノベーションによっ

て競合相手より優れた製品を供給しより高い価格でより高い利益率を得ようと努力すると、顧客

が必要とする以上のものを提供してしまう（資料3参照）。この時、新規参入企業などが、破壊

的イノベーションによってもたらされた製品で、いったん新しい市場やローエンド市場に足がか

りを得ると、改良のサイクルが始まる。以前は不十分だった技術がやがて十分に向上し、より要

求が厳しい顧客のニーズを満たすようになると、やがて既存企業の大きな脅威となる。

キヤノンによる IXY DIGITAL の成功

デジタルカメラによる破壊的イノベーション

　デジタルカメラの普及によって従来の銀塩カメラの市場は破壊された（資料4参照）。デジタ

ルカメラの眼にあたるCCD（撮像素子）や頭脳にあたる画像エンジン及びデジタル画像処理技術

は、その破壊的技術の中核をなす。

　デジタルカメラが最初に開発された頃は、解像度が銀塩カメラほどには優れておらず普及に時

間がかかった。しかし、デジタル技術の持つ撮影後の写真の保存・転送、修正の容易性や、自分

で印刷する、その場で確認するなどの機能は従来技術よりもはるかに低コストで実現が可能で

あった（資料1参照）。また、デジタルカメラ所有者はインターネットを使うことによって、以

前写真を焼き増してやっていたよりもはるかに安く、手軽に、そしてはるかに多くの人に、デジ

タル画像を送ることができるようになった。

IXY DIGITALの成功

　2000年 5月にキヤノンはデジタルカメラ「IXY（イクシ）DIGITAL」の販売を開始し、大ヒッ

トした。デジタルカメラの機種別でトップシェアとなり、デジタルカメラ市場で1999年に5％だっ

たシェアが9％まで上昇した［5］。IXY DIGITALの登場はキヤノンのその後のデジタルカメラ市場

[5]	 宍戸啓一 (2005 年 )「語録でたどるキヤノンの秘密 御手洗“力”」世界文化社 .



�

5

10

15

20

25

30

90-12-17371

での好調の契機となった。IXY DIGITALは当時の同種製品の中では最小・最軽量のものとして人

気があった。CMにはサッカー選手の中田英寿氏を起用したことも好印象を与えたが、特に消費

者を引き付けたのはデザインであった。ボディ外層が高級感のあるステンレスで覆われ、ポケッ

トにスムーズに入るフラットな形状であった。IXY DIGITALを投入するまでキヤノンは、デジタ

ルカメラ市場において富士フイルムなどのライバルメーカーに大きく引き離されていた［6］。

キヤノンのデジタルカメラ開発の歴史

　キヤノンは1984年のロス五輪前からデジタルカメラの開発に着手し、業務用実験機や、電子

スチルカメラなどの開発に成功していた。1989年には、民生用電子スチルカメラ「Q-PIC」を発

売した。これは、フィルムレスでパソコンを経由して撮影した画像を伝送できるという特徴が

あった。当時はまだデジタルカメラという概念は無く、デジタルとアナログの中間のようなカ

メラであった。Q-PICは 38万画像のモノクロ画像で撮影し、画像はフロッピーディスクに電気

信号でアナログ記録するものであったが、低い画質、遅い画像処理速度、9万 8,000円という高

価格により消費者に受け入れられなかった。2002年、キャノンイメージング部長（当時）の押

山隆氏は雑誌の取材で、失敗の要因を「消費者がキャノンブランドのデジタルカメラに、銀塩

カメラと同じ画質とリーズナブルな価格を求めたため」［7］と答えている。

　この失敗を受けて、キャノンでは「銀塩カメラ並みの画質が実現できる 100万～ 200万画素

のCCD（撮像素子）が低コストで入手できるまで待つ」［8］こととした。また、デジタルカメラの

開発者数は約1/3に減らされた。1992年にはキャノンはいったん製品化を断念し、開発部隊は

第一線の事業部門から後方の研究開発部門へと戻された［9］。

　この頃から、デジタルカメラの開発チームは組織替えによって周辺機器事業部などの様々な

部門を転々と異動するようになり、カメラ事業部との関係も希薄になっていった。カメラ事業

部ではコンパクトカメラの売り上げが伸び悩んでいたが、デジタルカメラの開発には消極的だっ

た。失敗が相次ぐため、社内にはデジタルカメラの開発に冷ややかに見る者も出てきており、デ

ジタルカメラの開発に肯定的な雰囲気ではなかったのである。当時開発に関わっていた丹羽雄

吉氏は「事業として成り立っていないデジタルカメラ開発のために、新たな資金を投入したり、

手間をかけたりすることには社内の反発も依然としてあった」［10］と振り返っている。当時、キ

[6]	 日本経済新聞社 (2001 年 )「キヤノン 高収益復活の秘密」日本経済新聞社 . 
[7]	 日経 BP(2002 年 )「高収益の研究 5—デジタルカメラ 失敗から始まった雌伏の 10 年『小型軽量』で一気に挽回」

D&M 日経メカニカル .
[8]	 同上
[9]	 山田清機、勝見明、麻倉怜士 (2008 年 )「キヤノン」出版文化社 .
[10]	日本経済新聞社 (2001 年 )「キヤノン 高収益復活の秘密」日本経済新聞社 .
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ヤノンのデジタルカメラ事業は富士フイルムやソニーなどのライバルに大きく差をつけられてお

り、1995年には事業を継続するかどうかの検討課題にすら挙げられた（その時の結論は継続）。

　1996年には普及機として開発したデジタルカメラ「パワーショット600」を発売したが売れ

行きは伸びなかった。前年にカシオが液晶画面付きのものを発売し、撮影した写真が確認できる

機能が好評であったが、この機能が無かったことが売上の伸び悩みの一因であった。この結果を

受け、キヤノンは3年分の製品計画をキャンセルすることとし、他社より3年の遅れが出たと言

われている［11］。

御手洗富士夫氏の就任による転機とキャノンの要素技術を活用した開発

　1995年に御手洗富士夫氏が社長に就任し、デジタルカメラを「パソコンの周辺機器扱いでは

なく、カメラの本道に戻せ」と路線転換を指示し、開発のための組織を1997年 1月に社長直轄

の「デジタルアイ事業推進センター」とした［12］。御手洗氏が「デジタルカメラは既存のカメラ

にとって代わる存在になるのに、今のうちの状況ではまずい」［13］との危機感を募らせていたた

めである。御手洗氏はデジタルカメラ事業について、「他社よりも出遅れたが、カメラで培った

光学技術や画像処理技術を活かせば、シェア20％を確保できる製品が作れ、市場も拡大して1,000

億円は必ず超えると判断した」［14］としている。社長直轄の組織となり、社長の庇護の下、社内

の資源が結集され、映像エンジンなどの要素技術の開発スピードは一気に上がっていった。

　一方で、コンパクトカメラのCCD（撮像素子）については自社開発よりも安価だったため他社

から購入している［15］。CCDを外部から調達する意思決定をしたことで完成までの時間が短縮さ

れた。

　1998年7月に御手洗氏はデジタルカメラ部門を社長直轄からカメラ事業部（現・イメージコミュ

ニケーション事業本部）の中に移し事業部と協力して開発を行わせた。映像エンジンの開発には

目処がつきつつあったが、御手洗氏は「カメラとして商品化するにはカメラ事業部の力が必要と

考えた」［16］という。カメラ事業部の協力が最も効果を発揮したのは、売れるデジタルカメラの

コンセプトが作られたことだった。即ち、画素数は通常のコンパクトカメラの画像サイズでは十

分な200万画素程度で価格は5万円程度とし、デザインは既存のデジタルカメラより小型のIXY

型にして、遊び心のあるものとすることであった。このコンセプトから、後にヒットの要因となっ

[11]	宍戸啓一 (2005 年 )「語録でたどるキヤノンの秘密 御手洗“力”」世界文化社 .
[12]	日本経済新聞社 (2001 年 )「キヤノン 高収益復活の秘密」日本経済新聞社 . 
[13]	同上 
[14]	日経産業新聞 (2003 年 10 月 27 日 ).
[15]	山田清機、勝見明、麻倉怜士 (2007 年 )「リーディングカンパニーシリーズ 『キヤノン』」出版文化社 . 
[16]	日本経済新聞社 (2001 年 )「キヤノン 高収益復活の秘密」日本経済新聞社 . 
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たデザインが生まれた。

　IXY DIGITALの世界最小というコンパクトさを実現したのはキヤノンの光学技術とデジタル処

理技術であった。デジタルカメラと銀塩カメラとでは構造がまったく異なるため、要素部品を

そのまま使用することはできない。そこで、世界最小サイズを実現するため独自の「1円玉レン

ズ」を開発した。また、超小型の映像エンジンを開発し、コンパクト化に寄与した［17］。映像エ

ンジンはカメラの動作を制御し、映像を綺麗に見せるなど、デジタルカメラの信号処理に必要

なほとんどの機能が盛り込まれており、デジタルカメラの頭脳とも言える。

消耗品ビジネスとのシナジーを生む機能の付加

　従来から、カメラ業界ではカメラ以上にフィルムの収益性が高く、カメラを売れば売るほど

フィルムメーカーが儲かる構図があった。そのため、初代社長の御手洗毅氏は「われわれはフィ

ルムメーカーを儲けさせているだけではないか」［18］という複雑な思いがあった。

　そこで御手洗毅氏は、会社創立30周年の 1967年に、「右手にカメラ、左手に事務機」という

スローガンを掲げ、「多角化路線」を宣言した。そして、カメラのみならず複合機やプリンター、

光学機器など多方面に事業を多角化した。これにより、事務機では本体の販売後もトナーなど

の消耗品が大きな利益を生むビジネスモデルが確立できた。

　1984年にヒューレットパッカードが、翌 1985年にはキャノンがBJP（バブルジェットプリン

ター）の製品開発に成功した。BJPは技術的な課題が多く開発は困難を極めていた。従来のワイ

ヤドットプリンターに比べ多くの長所（例えば、普通紙が使える、高速印字ができる、ランニ

ングコストが低い、低騒音である、印字品質も高い、文字表現の自由度も高いなど）がある一

方で、複写ができない、印字機構の目詰まりなど保守性に難があった。何よりもプリンターに

不可欠な信頼性の点で劣っていたが、技術的な課題が克服された。パソコンの普及につれてBJP

も普及して行った。特許に守られた技術であるため、消耗品などから多くの利益を生んだ。

　御手洗氏はデジタルカメラがプリンターを使って画像を印刷することから、キャノンのプリ

ンターや印刷用紙、交換インクの需要が伸びることが明らかであると考え、プリンター事業と

の相乗効果にも注目した［19］。従来パソコンを経由して印刷していた時間と手間を省き、プリン

ターから直接印刷できれば、プリンターとデジタルカメラの利便性が共に高まり、カメラを買っ

た人が利便性の高いプリンターも購入し消耗品が売れるという相乗効果が生まれる。

[17]	日経 BP(2002 年 )「高収益の研究 5—デジタルカメラ 失敗から始まった雌伏の 10 年『小型軽量』で一気に挽回」
D&M 日経メカニカル .  

[18]	宍戸啓一 (2005 年 )「語録でたどるキヤノンの秘密 御手洗“力”」世界文化社 . 
[19]	同上
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　2002年 12月には、キャノンと富士フイルム、ヒューレットパッカード、オリンパス、セイコー

エプソン、ソニーの6社が連名でダイレクトプリントの新規格「仮称DPS（ダイレクトプリント

システム）」を発表した。これが業界団体のカメラ映像機器工業会に採用され、カメラとプリン

ターを直接つなぐ標準規格「ピクトブリッジ」となった。その後、各社は同規格に対応した製

品を相次いで投入しピクトブリッジは広く普及した。キャノンの相乗効果を目的とした技術開

発と規格化の働きかけが業界全体を動かし、個人が自宅で簡単にカメラから直接印刷すること

ができるようになった。

　ピクトブリッジがプリンター業界に普及することにより、BJPとデジタルカメラの相乗効果が

高まり、キャノンの収益は向上した。元々キャノンは事務機で消耗品による高い収益を上げて

いたが、さらに収益を押し上げる一因となった。2005年度の営業利益5,200億円のうち、約3,000

億円がトナーやBJP用インクなどのサプライ用品と見られている［20］。

日本経済新聞社による電子新聞・有料モデルの構築

インターネットポータルサイトの無料ニュースによる破壊イノベーション 

　インターネットポータルサイトにおける無料ニュースは新聞を衰退に陥れている。インターネッ

トなどのIT技術は破壊的技術の中核をなす。Yahoo！などのポータルサイトでは、新聞を含む世

界各国の報道関係者から発せられるインターネット上のニュースを瞬時に無料で提供している。

インターネット上のニュースは、端末と回線さえあれば場所と時間にとらわれず瞬時に見られる、

検索できるなどの新たな価値基準において優れていた（資料1参照）。インターネットの発展によ

るこの破壊的イノベーションは新聞各社の広告収入と販売部数を減らす要因の一つだった［21］。

　様々なメディアがオンライン化していくことを新聞各社は脅威として捉え、自社のホームペー

ジで記事をそのままオンライン化していた。これはインターネットという破壊的技術が将来に自

社の既存顧客を奪うほど向上したとしても、早めにインターネットに対応しておいて他社のオン

ラインメディアへの乗換えを阻止することで、その脅威から自己防衛する準備をするためであっ

た。クレイトン・クリステンセンら（2003）は自己防衛の目的で既存顧客が既存の紙版の新聞

の代わりに使えるようにしたことについて、「見るからに無意味である」［22］とした。自己防衛す

るどころか、自ら市場を破壊してしまうからである。彼らは、様々なメディアのオンライン化

[20]	日本経済新聞 (2005 年 6 月 16 日 ). 
[21]	東洋経済新報社 (2011 年 1 月 15 日 )「テレビ・新聞勝者なき消耗戦」週刊ダイヤモンド . 
[22]	クレイトン・クリステンセン、マイケル・レイナー (2003 年 )「イノベーションへの解─利益ある成長に向けて」

翔泳社 . 
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を脅威ではなく機会として捉えるべきであると主張した。さらに、新聞社が新聞のオンライン

化を行う際には単なる新聞のオンライン版であることをやめて新しい独立部門を作り、主流の

紙版の新聞とは異なるサービスを提供し、異なるサプライヤーを見つけ、異なる広告主から収

入を得るべきであるとした。

世界の主要紙における有料化モデルの模索

　2000年代半ば、ニューヨーク・タイムズやウォール・ストリート・ジャーナルなど米有力紙では、

パソコンなどに記事を配信する電子版の新聞事業を行う新たな部門の設置が増え、各社の同事業

は大幅な増収となった。紙購読者には無料、または著しく低い料金で電子版を提供するなど会社

によって様々な料金プランが採用されていた。紙の新聞並みに記事を充実させ、紙と電子版を

一体的に活用して編集を行うなどしていた。世界の有力紙は情報の一覧性や記録性に優れてい

る紙媒体に、速報性や双方向性を有する電子媒体を取り込んだビジネスモデルを模索していた。

　2000年代後半、電子版を有料にする動きが世界中でさらに拡大した。米国ではニューズデー

が2009年 10月に課金を始め、英国フィナンシャル・タイムズでは2010年 7月から課金するビ

ジネスモデルへ移行し、紙は有料と無料の2種類のプランを用意した［23］。英国フィナンシャル・

タイムズは 2010年時点で有料会員数が 15万人（部）、無料会員数を合わせて 260万人（部）、

1990年代から有料制としていた米国ウォール・ストリート・ジャーナルは有料購読者が120万

人（部）に達している［24］（資料5参照）。

日経電子版　わずか1年 5ヵ月で有料契約者数が15万人突破

　世界の主要新聞が電子新聞の有料化を進める一方で、日本の新聞各社の多くは既存の販売網

を抱え、紙から電子媒体への移行をためらっていた。電子媒体のみを選択する購読者が増えると、

これまで新聞を支えてきた販売店の売上減少による倒産や販売店主の反発が予想され、購読者

数の大幅な減少につながりかねないためである。自前の販売網をほとんど持たない日本経済新

聞は、2010年 3月、1996年にサービスを開始した「NIKKEINET」を電子版に統合し、「日本経済

新聞　電子版」（以下日経電子版）をリリースした。日本で初めての有料課金だった。

　そのわずか1年 5ヵ月後の2011年 8月には日経電子版の登録会員数（有料会員と無料会員の

合計）が国内報道サイトの会員数としては初めて100万人を超えた。そのうち有料会員は15万人、

[23]	日本経済新聞 (2010 年 7 月 8日 ) . 
[24]	日本経済新聞 (2010 年 8 月 31 日 ) .
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無料会員は85万人であった。日経電子版の有料会員は朝刊の発行部数300万部の 5％に過ぎな

いが、英国フィナンシャル・タイムズの電子版の有料会員数に匹敵する［25］（資料5参照）。企業

の部長、課長クラスなど管理者を中心に会員数を伸ばし、スマートフォンの普及をきっかけに

20代～ 30代の若い層にも広がっている。紙の新聞と電子版の両方を購読するWプラン（紙の新

聞購読料3,568円＋ 1,000円）、電子版のみの電子版月ぎめプラン（4,000円）を用意しており、

有料会員のうちWプランが6～ 7割を占める［26］。日本経済新聞社は「自宅に届いた新聞にさっ

と目を通した後、スマートフォンに電子版の記事をダウンロードし、通勤中にじっくりと読み、

家に残した新聞は奥さんが熟読するなど、紙と電子版の併用がなされている」［27］という。

日本経済新聞社の戦略

　2010年 3月の日経電子版の創刊時に記者会見した同社の喜多恒雄社長は、電子版を有料化し

た理由について、「ネット上のコンテンツは無料という観念があるが、良質のコンテンツはタダ

ではない。欧米のメディアは既に（有料化に）挑戦している」［28］と言った。また、「特に若い世

代は、ネットで情報を手に入れる人が増えており、紙の新聞は大きな成長が期待できない。電

子版が成功するには5年、10年かかるかもしれないが、今スタートしないと10年後の成功はな

い」［29］と言っている。この発言から以下の方針がうかがえる。

　新聞社として、これまで培ってきた情報収集や情報編集などのノウハウを活かし、信頼できる

良質な情報を分かりやすく提供することである。ネット上では情報が氾濫し、不確かな情報も

多いなどの問題を抱えている。日本経済新聞社は「これまで紙の新聞で培ってきた編集力はネッ

ト全盛の今日でも意味がある」［30］という。「電子版の軸は有料コンテンツにある。ネットには単

なる噂や根拠の乏しい情報も多い。日経BP社や QUICK、テレビ東京などグループ各社も含めて

取材と編集に総力を挙げ、優良な記事は有料で提供したい」［31］としている。

　また、日経電子版の機能を見ると、ネットの持つ特徴を付加価値として自社の成長戦略に取

り込む狙いがうかがえる。日経電子版は会員の様々な属性情報を基に双方向のコミュニケーショ

ンが可能な機能を有している。「My日経」では読者が個人の属性を登録し、属性に合わせて記事

が配信される。「クイックVote」では、例えば菅直人首相の退陣表明について賛否を問い登録会

[25]	日本経済新聞 (2010 年 8 月 31 日 ) . 
[26]	日本経済新聞 (2010 年 12 月 11 日 ) . 
[27]	日本経済新聞 (2011 年 1 月 1日 ) . 
[28]	日経 BP(2010)「日本経済新聞 電子版が 3月に創刊」日経パソコン 3月号 .
[29]	同上 
[30]	日本経済新聞 (2011 年 8 月 5日 ) .
[31]	同上  
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員の様々な意見を電子版で公開した。クリックによって、広告は読者にどの程度、広告メッセー

ジが届いたかが把握できる［32］。このように、双方向のコミュニケーションを通じて従来の紙媒

体ではできなかったサービスへの課金や企業のマーケティング支援が可能となる。

大丸の改革と松坂屋との統合による大丸モデルの適用

郊外型ショッピング・センターによる破壊的イノベーションと百貨店の衰退

　アウトレットモールなど郊外型ショッピング・センターの破壊的イノベーションは、主要駅

の近くに立地する百貨店を衰退に陥れた［33］。従来百貨店が有していた品揃えの総合性と交通ア

クセスの利便性を消費者に対し安価で提供している（資料1参照）。この業態の破壊的技術は、

土地代の安い郊外に無料で広大な駐車場、映画館、数多くの専門店など有する20,000㎡を超え

る巨大な施設を建設し、安価で総合的な品揃えで郊外に居住する人々を引き付けるというもの

である。1980年代まで、10,000 ㎡クラスのショッピング・センターはあったが、1990年代初

頭の郊外における大規模店舗の立地規制の緩和によって20,000㎡を超えるものが数多く出現し、

百貨店にとって、さらに大きな脅威となった。

　百貨店は長らく品揃えの総合性を維持し、ファミリー客を主要ターゲットとしたワンストッ

プ・ショッピングを提供価値としてきた。しかし、地価の高騰からこの客層の居住地は郊外化

しており、百貨店が提供してきたワンストップ・ショッピングの需要を郊外型ショッピング・セ

ンターに奪われてしまった。郊外に居住する住民にとっては中心市街地の百貨店よりも郊外の

ショッピング・センターの方がはるかに近いだけでなく、広大な駐車場が利用できるアクセス

の利便性があったからである。

　2000年前後から百貨店の売場面積、店舗数共に減少傾向にあり、特に減少率が大きいのは、

市場規模が小さい人口百万人以下のエリアであった［34］。大都市圏に立地する百貨店の潜在顧客

のほとんどは中心市街地に就業する層で、特に経済的余裕のある専業主婦や若いOLであった。

[32]	日本経済新聞 (2011 年 8 月 5日 ) .
[33]	クリステンセンら (2003) はウォルマートなどのディスカウント・デパートはフルサービスのデパートを破壊

したと指摘している。
[34]	田村正紀 (2008 年 )「業態の盛衰 現代流通の激流」千倉書房 .
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総合性からの決別と経営改革［35］

　1997年、大丸の下村正太郎社長は会長に退き、末席常務だった奥田務氏を社長に据えた。下

村氏のバックアップのもとに、奥田氏は地方都市の小規模な不採算店舗と不採算事業の整理、

人口集積が百万人を超える大都市圏エリアへの店舗と物流センターの集中、遊休不動産の売却、

人員整理など改革を強力に推進した。

　郊外型ショッピング・センターの台頭や百貨店の潜在顧客層の変化に対応するため、既存店

舗は品揃えの総合性と決別してターゲット顧客と提供価値の再定義を行い、女性ファッション

に傾斜したファッション専門店を創造した。大阪本店、梅田店、東京店を中心に、主要なターゲッ

トとして中心市街地に勤務するOLを設定し、女性ファッションを大幅に強化するとともに、化

粧品、雑貨の売り場面積を大幅に広げた。一方で書籍、音楽ソフト、家電、家具、催事場の売

場を縮小または廃止した。

　また、総合性からの決別に伴い、様々なオペレーションの改革を行った。第 1に、奥田氏は

本社集中仕入れ比率の向上を図った。百貨店はこれまで多種多様な商品を取り扱うがゆえに、各

店がバイヤーを配置して商品部門別に仕入れ、販売業務を部門別に管理していた。大丸は各店

のバイヤーを本社所属にし、主にギフトや海外衣料品の各店の調達に本社が積極的に関与した。

その後、マーチャンダイジング統括本部を設置し、全国主要7店のファッション部門の婦人服、

紳士服、商品、催事商品などの本社集中仕入れを行った。取引先との窓口を一本化し、納入業者

から販売主導権を一部奪還するためである。百貨店の売り場の多くは商品の納入業者などに場所

貸しされており、納入業者は百貨店の集客・販売力などに応じて、売れ筋商品などを傾斜配置

しがちである。集客・販売力が高いお店には売れ筋商品が配置されるが、集客・販売力が低い

お店には配置されず売場の魅力は低下し、機会損失が増える悪循環に陥る事態も生じかねない。

本社集中で仕入れることで売れ筋商品の配置を本社が行い、その悪循環を断ち切ることもできる。

　さらに、従来は各店の現場担当者に任されていた、仕入れ先との決済方法、派遣社員、協賛金、

利益率、リベートなどの契約について、取引条件を明文化し全社に採用した。取引条件が標準

化されることでばらつきが無くなり取引条件が改善した。

　第2に、奥田氏は分権的な組織によって各店に配置されていたスタッフ部門の膨らんだ人件

費を圧縮するため、業務改革を行った。各店が持っていた人事、総務、経理などの後方部門の

人員を本店に集約し、ITシステムの導入による効率化を行い、余剰人員は店頭販売員や外商［36］

に回された。社長就任から3年後の2000年には従業員に占める後方部門の比率は従来の27％か

[35]	田村正紀 (2008 年 )「業態の盛衰 現代流通の激流」千倉書房 .
[36]	外商（がいしょう）とは、法人や多額の購買が見込める有力な個人客を対象に店舗外で直接顧客を訪問して商

品を販売する事業部門である。  
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ら20％に低下した。店頭業務は正社員を配置し、包装、レジ打ち、伝票作成業務などのルーティ

ン業務はパートやアルバイトを当てるなどの効率化を徹底した。　

　第3に、外商の効率化など営業の改革を行った。外商はかつて百貨店の象徴的な存在であった。

富裕顧客を対象に呉服、美術品、宝石・貴金属などの高額商品を販売し、法人顧客にユニフォー

ム、ギフト商品などを販売していた。外商が担当する顧客は催事販売の主要な招待客でもあった。

この顧客層と高額商品という特性によって、外商営業は個人の販売能力に大きく依存し、人材

の育成には時間と多大な費用がかかっていた。奥田氏は外商の効率化を図り、営業テリトリー

の整理、請求書作成業務の後方部門への委任、外商客にゴールド・ポイントカードを持たせる

ことによる購買履歴の組織的管理を行った。

　また、2002年には、販売員の店頭営業をアプローチ数、客単価などから評価する仕組みを取

り入れた。2003年には山本良一新社長が就任し、新しいCRM（顧客関係管理）システムを構築し、

クレジットカード、ポイントカードで得た個別顧客の購買履歴データを店頭営業業務に活かし

ている。

松坂屋と大丸との統合

　大丸は経営の効率化によって営業利益率は改善していたが、不採算店舗の閉鎖などによって

売上が減少傾向だった。売上の増加を狙って中心市街地に新規出店しようにも立地条件の良い

土地が無く、そもそも百貨店が供給過剰である中でさらに新規の出店は難しかった。主要都市

に店舗網を築くには統合による業界再編をするしかなかった。2006年秋の機関投資家向け説明

会では、業界再編について聞かれた奥田氏は「大丸は10年間、経営改革を進めてきました。こ

の手法を他の百貨店で活用することは可能かもしれません。」［37］と述べている。

　2006年 1月、松坂屋の株式は村上ファンドによって 10％近く保有され、村上ファンドが筆頭

株主になった。その後、村上世彰代表（当時）の逮捕に伴い、最終的に松坂屋は大半を買い戻

して事態を収拾した。その後、松坂屋は買収防衛策として大丸との提携を探った。

　2007年 3月、大丸と松坂屋ホールディングスは経営統合を発表した。統合後の持ち株会社の

社長兼CEO（最高経営責任者）に就任した奥田氏は、「今は、効率より成長を取る。それが経営

判断です。」［38］と語った。「縮小する業界は再編は必然。効率性は自らの力で追求できるが、成

長は単独では難しい。」［39］と言うように、奥田氏は効率性を高める経営改革を経て成長へと舵を

[37]	日経 BP(2007 年 2 月 26 日 )「ビール、百貨店………掻き回すのはファンドだけではない 銀行が泡立てる再編
の連鎖」日経ビジネス . 

[38]	日経 BP(2007 年 3 月 26 日 )「大丸流で松坂屋を再生 期限は 3年、2011 年問題を勝ち抜く」日経ビジネス . 
[39]	日経 BP(2008 年 1 月 7日 )「J・フロントリテイリング 奥田務社長 ネアカな理詰めの改革者 −期限は 3年、松

坂屋の挑戦 変化こそが歴史を守る」日経ビジネス .
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切った。奥田氏の一連の経営改革によって、営業利益率が 1％だった大丸は4％まで改善し、業

界屈指の経営効率になっていた。大丸の2006年 2月期の営業利益率が3.7％であるのに対して、

松坂屋は2％であった。「松坂屋の経営効率を3年以内に大丸並に引き上げる」と奥田氏は言っ

ている。

マツダのエンジン効率改善によるエコカー戦略

電気自動車（EV）による破壊的イノベーション

　電気自動車（EV）は従来型のガソリンエンジンを搭載した自動車の市場を脅かし得る存在

である。ガソリン車と比較して CO2 などをほとんど排出しないなどの環境性能に優れている	

（資料1参照）。EVは自動車が発明された当初から蒸気自動車、ガソリンエンジン自動車と並ん

で最も古くからある形態であるが、走行距離が伸びないなどの理由から普及せず、ゴルフ場で

の使用などに限定されていた。

　しかし近年、電池技術の発達と消費者による環境保護ニーズの高まりから研究開発が進み、

2010年 4月には三菱自動車が電気自動車 i-MiEV を発売開始し、また日産自動車は 2010年 12

月に LEAFを発売するなど量産体制が整いつつある。

　かつて限界があった走行距離に関しては、LEAFは一回の充電後JC08モード［40］で 200kmを超

えた。また、充電時間も大幅に短縮され、LEAFでは急速充電設備を使用し 30分で 80％の充電

が可能である。LEAFおよび開発グループは「世界に先駆け量産型EV を開発した勇気、海外で

も認められた高い商品力、自動車の利便性を拡張したEV-ITシステム」などが評価され、2011～

2012 日本自動車殿堂カーオブザイヤー（国産乗用車）を受賞した。充電スタンドも自治体の協

力を得ながら拡充されつつあり、全国で2,200ヵ所以上が整備されている。

マツダ「デミオ13-SKYACTIV」好調な滑り出しと低燃費を実現したマツダのエンジン技術

　2011年 8月、マツダはホームページ上で同年6月に発売した新型「マツダ デミオ」の累計受

注台数が、発売後1ヵ月で、月間販売計画6,000台の 2倍以上となる13,500台に達し、好調な

売れ行きであると発表した［41］。そのうち、7割が低燃費を実現する「SKYACTIV TECHNOLOGY（ス

カイアクティブテクノロジー）」搭載車であった。マツダデミオ「13－SKYACTIV」はガソリン1リッ

[40]	国土交通省が定めた自動車の燃料消費を測定する方法のことである。
[41]	マツダホームページ .参照日 2012 年 3 月 16 日 ,参照先：

	 http://www.mazda.co.jp/corporate/publicity/release/2011/201108/110804a.html 
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トルで30km走ることができる。ホンダの「インサイト」や「フィット・ハイブリッド」などの

ハイブリッド車に匹敵する燃費（資料6参照）で価格も両車より安かった［42］。

　スカイアクティブテクノロジーの主要な技術である、マツダの新型エンジン「SKYACTIV－ G」

は現行エンジンと比較して15％燃費を向上させた。ガソリンと空気を混ぜ合わせる際の圧縮比

を高めることで、燃費効率を大幅に改善した。圧縮比が高いと燃焼効率が向上することは以前

から知られていたが、振動や騒音が発生しやすく、これまで実現されていなかった。マツダはホー

ムページ上で開発の経緯を「これまで世界のどこにも、それを叶える発想や技術がなかったか

らです。マツダは誰もが無理とあきらめていた領域に踏み込んで、技術革新の新たな可能性を

発見し、世界一の高圧縮比 14.0をもつガソリンエンジンSKYACTIV-G 1 .3を実用化。」［43］と説

明している。マツダはピストンなど部品の形状を徹底的に見直すことで、振動を抑えつつ、自

動車用の量産エンジンとしては世界一高い14.0という圧縮比を実現した［44］。

　「SKYACTIV－ G」は、2011年度日本燃焼学会技術賞［45］、2011日本自動車殿堂カーテクノロジー

オブザイヤー［46］など数多く受賞をした。マツダは優秀なエンジン技術者を多数抱えており、ロー

タリーエンジンの開発などこれまで多くの技術的課題を克服してきた。エンジン技術に対するマ

ツダの技術者の情熱が実を結んだ。研究開発を担当する金井誠太専務は「現在のガソリン車は

燃料が持つエネルギーのたった3割しか活用できていない。残りの7割はムダに捨てられている。

内燃機関の性能はまだ改善できる」［47］と言う。

マツダがエンジンの開発に集中した理由

　マツダがエンジンの開発にリソースを集中したのは2つの理由からである。第 1に、EVの普

及には時間がかかり、今後もガソリン車やディーゼル車が世界市場のほとんどを占めると考えて

いるからである。米調査会社のIHSオートモーティブによると、2016年に世界で 9,000万台以

上の自動車生産のうち、ハイブリッド車は4％とされ、EVの比率は 1％にも満たないと予測され

ている（資料7参照）［48］。これによれば、世界で生産される自動車の95％以上はガソリン車や

ディーゼル車が占めるものと見られる。特に、新興国では充電インフラなどへの投資に時間が

かかり、今後もディーゼル車やガソリン車が使用されると考えられる。EVに対して積極的に投

[42]	日経 BP(2011 年 5 月 30 日 )「マツダ『燃料世界一』への秘策」日経ビジネス .
[43]	マツダホームページ .参照日 2012 年 3 月 16 日 , 参照先 : 

	 http://www.demio.mazda.co.jp/economy/skyactiv-g.html?link_id=dmftmp 
[44]	日経 BP(2011 年 5 月 30 日 )「マツダ『燃料世界一』への秘策」日経ビジネス .
[45]	主催 : 一般社団法人日本燃焼学会 2011 年 12 月
[46]	主催 : 日本自動車殿堂 2011 年 12 月  
[47]	日経 BP(2010 年 11 月 1 日 )「マツダ、新エンジンの威力 ガソリン車の逆襲」日経ビジネス .
[48]	同上
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資を行っている日産自動車のカルロス・ゴーン社長でも「2020年に世界の新車販売にEVが占め

る比率は 1割程度」［49］と予測している。2010年 10月、マツダの低燃費技術の説明会にて山内

孝社長は、「ガソリン車やディーゼル車の燃費改善を優先させることが、世界のCO2（二酸化炭素）

削減に向けた正しい道だ」［50］と言っている。

　第2に、エンジンの効率を上げることでハイブリッド電気自動車（HEV）の効率も高まるため

である［51］。マツダは、自動車の基本性能である「ベース技術」を優先的に改良した上で、段階

的に減速エネルギー回生システムやハイブリッドシステムなどの電気デバイスを導入する「ビル

ディングブロック戦略」を採用している。ベースとなる内燃機関の効率を向上させることにより、

ハイブリッド化する際も、付加するモーターやバッテリーなどの電気デバイスは小さくて済む

からである。

　マツダは「SKYACTIV　TECHNOLOGY」を導入した車両を広げ、マツダの世界生産に占める比率

を2015年には 80％強まで高める予定である。さらには、トヨタ自動車との提携などによりハイ

ブリッド電気自動車（HEV）や EVの導入も進め、2015年までに 2008年比で 30％二酸化炭素を

削減する目標を掲げている（資料 8参照）。2016年から「SKYACTIV-G」に加えて、アイドリン

グストップ機構「i-stop（アイストップ）」や減速エネルギー回生システムといった電気デバイ

スを導入した第2世代の「SKYACTIV　TECNOLOGY」へと技術をさらに進化させていく目標を掲げ

ている。

富士フイルムの写真用フィルム事業からの脱却

富士フイルムの事業ポートフォリオ改革の概要

　デジタルカメラの普及は写真用フィルムの市場を短期間で著しく破壊した（資料9参照）。デ

ジタル技術は、写真の保存・転送、修正の容易性や、自宅での印刷、撮影直後の確認などの機

能に優れていた （資料1参照）。

　富士フイルムはデジタルカメラの普及に従い需要が減少していくことを早くから察知し、写

真用フィルム事業からの脱却を図り、事業ポートフォリオを大きく転換した。事務機器を収益

事業の柱に据えると共に、写真フィルムなどイメージング事業はデジタルカメラを投入し、フィ

ルム技術を転用した事業領域に経営資源をシフトさせた。富士フイルムホールディングスの最

[49]	日経 BP(2010 年 11 月 1 日 )「マツダ、新エンジンの威力 ガソリン車の逆襲」日経ビジネス .
[50]	同上
[51]	日経 BP(2011 年 7 月 )「Part1:2025 年への助走 中国・米国でも進む燃料規制強化 新興国の市場ニーズに対

応遅れる日本」日経 Automotive Technology.
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高経営責任者（CEO）古森重隆氏は当時を振り返り、「写真フィルムは2000年には利益の3分の

2を稼いでいたが、需要は同年を境に年率25％減った。自社の技術を1年以上かけて洗い直し、

他の製品や市場でどう生かせるのかを考えた」［52］としている。

　事業ポートフォリオは2000年を境に大きく変化し、2000年度からの 10年間で連結売上高に

占める写真フィルムの割合は 19％から 1％に減っている（資料10参照）。萌芽期から開発に取

り組んできたデジタルカメラは2001年にシェアトップになった。また、写真用フィルム事業で

得られた技術シーズを液晶パネル用フィルムや電磁波シールドフィルム、機能性化粧品や機能

性食品などの様々な用途に展開している（資料11参照）。

　現在では、事務機、高機能材料、医療などの幅広い事業を行い、液晶パネルの主要部材であ

る偏光板向けの保護フィルムでは世界シェア8割を押さえている［53］。このように、富士フイル

ムは事業ポートフォリオの改革を行ったが、その道のりは決して平たんなものではなかった。

イメージング事業の収益悪化と構造改革

　富士フイルムは、デジタルカメラの眼にあたるCCD（撮像素子）が世界で初めて米国ベル研究

所によって発明されたという情報を得て、1976年から CCDの研究に着手したが、画質が低かっ

たため一度1978年に中止した［54］。ソニーが1981年に電子スチルカメラ「マピカ」を開発し発

表すると、写真フィルムが無くなるとの見方も出始めたため、1982年に再度開発に着手した。

その後1988年に世界で初めてデジタルスチルカメラの試作機「DS-1P」を開発した。独自のCCD

の開発に成功すると、デジタルカメラを市場に投入していき、2001 年には日本でトップシェア

となった。しかし、その後ソニーやカシオ、キヤノンといったメーカーがデジタルカメラに力

を入れ始め徐々にシェアを奪われていった。

　フィルムの需要低下（資料9参照） とデジタルカメラのシェア低下によって、イメージング事

業の収益は著しく悪化し、2004年度には赤字に転落した。赤字は2010年度まで続いた（資料12

参照）。そのため、富士フイルムは構造改革に取り組んだ。2005年度には構造改革に 860億円

を計上、2006年度には 940億円を計上し、イメージング事業から5,000人の人員を削減すると

同時に、海外フィルム生産設備の一部稼働停止、液晶パネルフィルムへのシフトなどを行った	

（資料13参照）。

[52]	日本経済新聞 (2012 年 1 月 7 日 ). 
[53]	日本経済新聞 (2012 年 1 月 20 日 ).
[54]	橋村晋 (2002 年 )「富士フイルム 日本型高収益経営の秘密」日経事業出版社 . 
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新たな成長を目指して

　富士フイルムは現在、医療、医薬品分野を成長の柱と位置づけ、2010年度の 2,677億円から

2018年度には 1兆円にまで拡大する目標を掲げている。これまで培ってきた様々な技術を医療、

医薬品分野などに転用し、新たな成長を目指そうとしている。

　2009年度には構造改革費用として 1,400億円を計上し、医療品・化粧品事業の強化、ヘルス

ケア事業の強化などを行った。富山化学工業などを買収するなど医薬品事業も強化した。2011

年 7月、インドの後発薬大手ドクター・レディース・ラボラトリーズ（DRL）と後発医薬品事業

で提携することで基本合意した。2014年の市場投入を目指し、合弁会社を設立し後発薬の共同

開発などに着手するという。2011年 11月には、協和発酵キリンと富士フイルムはバイオ後発医

薬品開発と製造で提携すると発表し、2012年春に折半出資会社を設立、2013年から第一号候補

の臨床試験を開始することとした。医薬品分野での相次ぐ提携の背景にあるのは富士フイルム

が持つ「FTD（Formulation、Targeting、Delivery）」というナノテクノロジー（超微細加工技

術）である。これを用いて有効成分をタイミングよく体内に届ける薬を開発すれば大きな成長

が見込める。これまで写真フィルムの生産で培ってきた生産技術が活かせる分野であるという。

医薬品のみならず、医療機器の分野でも買収を進めている。2011年 12月には超音波診断装置大

手のソノサイトを9億 9,500万ドルで買収することを決めている。
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資料 1. 従来の技術と破壊的技術の価値基準の違い

資料 2. 破壊的イノベーションを起こした企業や製品の例
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資料 3. ローエンド型破壊と新市場型破壊

資料 4. カメラの国内向け出荷台数（単位：台）
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資料 5. 米欧主要新聞の電子版と日経電子版の有料読者数

資料 6. 主なエコカーの燃費性能（ガソリン 1リットル当たり）
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資料 7. 世界市場における自動車生産の実績と予測（単位：億台）

資料 8. マツダによる環境技術の拡大予測とビルディングブロック戦略

電気自動車

ハイブリッド車

ガソリン・ディーゼル車

アイドリングストップ車
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資料 9. フィルムの需要（単位：％）
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資料 10. 富士フイルムホールディングスの事業構成の変化
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資料 11. 富士フイルムホールディングスの技術シーズ変遷（富士フイルム HP より著者作成）

資料 12. 富士フイルムホールディングスの連結セグメント別営業利益の変化
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資料 13. 富士フイルムホールディングスの連結営業利益内訳（単位：百万円）
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